
（別記）

令和 4年度丹波篠山市地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

＜現状（令和 3年度＞ 

丹波篠山市は水稲を基幹作物として、特産物である「黒大豆」「枝豆」「山の芋」「大納

言小豆」等を組み合わせた輪作体系を取り入れ、地域の気候風土に合った特色のある農作

物生産を展開している。しかしながら、零細で分散型の農地所有が多く米の生産費は全国

平均より割高と推計される。 

 当該地域は、全水田面積に占める主食用米面積の割合が約６０%となっている。転換作

物では黒大豆が占める面積が多く、土地利用型作物の担い手への集積が進んでいる。今

後、主食用米の需要が減少する中、他の作物への作付転換を促進することで、水田面積の

維持を図っていく必要がある。 

＜課題＞ 

平成 30 年産からの新たな米政策及び、令和 2年からの新型コロナウイルスの影響もあ

り、需要に応じた米の生産、丹波篠山の特産物の生産強化がこれまで以上に重要となって

きている。このため、丹波篠山市地域農業再生協議会では、丹波篠山市水田活用方針に基

づき、平成 29 年度の特産物の作付面積の維持とその拡大につながる特産物の生産目標面

積を各集落に示し、特産物の生産の推進を図っている。 

しかし、主食用米と主要な特産作物とを栽培する生産体制が確立されていること、農家

の高齢化や農家戸数の減少が進み、主食用米から手のかかる他の転換作物へ転換するだけ

の余力がないことから、地域的耕作条件の良くない農地における不作付地の拡大が徐々に

進んでいる。 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力
強化に向けた産地としての取組方針・目標

 黒大豆・枝豆・山の芋等の特産物は農業経営を支えるうえで、重要な農産物であること

から、引き続き積極的な生産振興を図りつつ、現状面積を維持する。 

＜安定生産と低コスト化＞ 

○ 関係機関と連携し、営農指導の充実や気候、ほ場状態の情報を周知し、病害虫発生の

予察に基づく適期防除の実施や適切な水管理により生産量の安定、品質の向上を図

る。 

○ 集落組織による、機械の共同利用や共同購入を図り、戸別の生産コストの抑制と省力

化を推進する。 

○ 特産作物の団地化栽培を推進することで、農作業の効率化、集落営農組織の活性化を

図る。 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

農地の利用権設定の利用集積により経営規模を拡大し、効率的な生産を行う経営体が存

在する一方で、依然として小規模稲作農家が大部分を占めている。集落ぐるみによる営農

経営体の育成を図っているが、高齢化や少子化の進行と農業機械の高騰により、組織の維

持や機械の更新が困難になっている地域がある。市内では、米の生産調整規模が拡大して

きた中で、転換作物である黒大豆が多く栽培され、市内農家の多くが面積の大小に関わら

ず栽培しているが、共同栽培やブロックローテーションなど効率的な生産体系を実施して

いる所は少ない。 

本市が誇る黒大豆、枝豆、山の芋、小豆などの特産農産物の生産振興を引き続き推進

し、優良水田を十分に活用できる環境づくりを通じて農業者の所得向上を図ることを方針



とする。 

また、集落のブロックローテーションにつながる特産物の団地化栽培に交付金を活用す

ることで、集落内での効率的なブロックローテーションにつなげるとともに、水稲の作付

けが見込まれない農地については、作付体系を定期的に点検し、特産農産物振興を踏まえ

た畑地活用等を検討していく。 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

良食味米の生産技術や環境創造型農業の普及による付加価値の高い米づくりにより、ブ

ランド化、高品質化を進めるとともに、農地集積・集約化による規模拡大や低コスト化を

推進してきた。 

今後も黒大豆など転換作物の生産維持を図りつつ、水稲との輪作体系による健全な水田

活用を進める。 

また、売れる米づくりにむけて、化学肥料や農薬の使用を低減し、自然環境に配慮した

米づくりを推奨するなど、関係団体や農業者の意識改革に取り組み、「良質」「安心・安

全」「低コスト」な米づくりの推進を図る。 

（２）備蓄米 

 備蓄米の作付けは行っておらず、今後の予定もない。 

（３）非主食用米 

ア) 飼料用米 

飼料用米は、畜産農家の減少に伴う需要量減少の懸念があることから、自給飼

料生産の推進と地域内での耕畜連携の取組をさらに進めることにより、今後も

現状の作付面積を維持していく。 

イ) 米粉用米 

学校給食用の米粉パンの需要に対応するため現状の作付面積を維持する。 

ウ) 新市場開拓用米 

業務用の新たな市場開拓を検討する。 

エ) ＷＣＳ用稲 

耕畜連携の推進及び市内畜産農家の増頭計画、飼料価格の高騰などから、市内

需要の拡大が見込まれることから、畜産農家と連携して作付けを拡大する。 

オ) 加工用米 

学校給食用、米粉用等の需要に対応するため現状の作付面積を維持する。 

（４）麦、大豆、飼料作物 

農業経営を支えるうえで、重要な特産農産物である黒大豆の生産量の安定を図るため、

引き続き積極的な生産振興を図り、現状面積を維持する。 

団地化栽培によりブロックローテーションを推進することで地力の維持に努め、高品質

な黒大豆の栽培につなげる。 

（５）そば、なたね 

地域の実需者との契約に基づき現状の作付面積を維持する。 

（６）地力増進作物 

 関係機関と連携し、本市の作付け特徴に応じた地力増進作物の栽培を推奨し、高品質な

農作物の栽培につなげる。 

（７）高収益作物 

えだまめ、ピーマン、山の芋、小豆、うすいえんどうを振興品目として、生産振 

興及び産地交付金を活用し、作付面積の維持・拡大を図る。 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  



別紙のとおり 
 ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 










